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E 改訂 IAS7 IFキャッシュ・フロー計算書』の概要
m E36 IFキャッシュ・フロー計算書』に対するコメントレターの分析






審議会 (FASB) によって財務会計基準書第95号『キャッシュ・フロー計算書~ (SFAS 95) 
が公表され，財政状態変動表に代わってキャッシュ・フロー計算書の作成・開示が義務づけら
れた。イギリスでも， 1991年会計基準審議会 (ASB) は SSAP 第10号を改訂し，財務報告基
準書第 1 号『キャッシュ・フロー計算書~ (FRS 1) を公表した。またカナダやオーストラリア
といったアングロ・サクソン系の国でも，キャッシュ・フロー計算書の作成・開示が制度的に
承認されるにいたっている。
こうした動向に呼応する形で，国際会計基準委員会(IASC) は， 1991年 7 月，国際会計基
準第 7 号『財政状態変動表~ (IAS 7) を改訂するための公開草案第36号『キャッシュ・フロー
計算書~ (E36) を公表した。 E36は，その内容をみる限り，アメリカの SFAS 95 やイギリ
スの FRS1 の影響をうけていると考えられるが， IASC は， E36に対して寄せられた数多く
のコメントレターを検討した上で， 1992年10月，国際会計基準改訂第 7 号『キャッシュ・フロ
ー計算書~ (改訂 IAS 7) を公表するにいたっており，特徴的な点もいくつかみうけられるよ
うである。
(1) カナダでは， 1985年に CICA ハンドブッグ Section 1540 が改訂され， 現金および現金等価物を
基礎とするキャッシュ・フロー情報が公開されるようになっており，またオーストラリアでは， 1991 
年， AAS 第28号『キャッシュ・フロー計算書』が公表されており， その開示が制度化されるにいた
っている。
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近年， とりわけ IASC が1989年に E32 W財務諸表の比較可能量i を公表して以来，財務諸
表の比較可能性の問題が注目され，活発な議論が展開されてきてい2: したがって，いくつか
の国ですでに基本財務諸表に組み込まれているキャッシュ・フロー計算書の国際会計基準であ















は，改訂 IAS7 の概要を理解するために，以下の点についてみておくことにする。 (1)キャッ
シュ・フロー計算書の適用範囲， (2)資金概念， (3)キャッシュ・フロー計算書の区分， (4)営業活






( 2 ) IASC, E 32, ComparabiUty of Financial Statements Proposed amendments ω Internationl 
Accounting Standards 2, 5, 8, 9, 11, 16, 17, 18, 19, 21, 22, 23 and 25 (IASC, January 1989). 
(3) E32は， IAS7 の改訂については取り扱っていないが， IAS7 が別個に見直しの対象になることを
明示しており，したがって，国際的に比較可能な財務諸表の作成のためには，資金情報に関する新た
な国際会計基準の必要性が示唆されていたといってよい。 Ibid. ， par. 13. 
(4) IASC, IAS 7 (revised 1992), Cash Flow Statements (IASC, October 1992), Objective, par. 
5 
(5) Ibid. , par. 1. 


































(7) Ibid. , pars. 6, 7. 
( 8 ) Ibid. , pars. 6, 10, 13, 16, 17. 



































(10) Ibid. , pars. 21 , 24. 
(11) Ibid. , pars. 18, 21. 



































(13) Ibid. , pars. 31 , 33, 34. 
(14) Ibid. , pars. 35, 36. 





改訂 IAS第 7 号における該当規定



























すべての企業。 (par. 3) 
現金および現金等価物。 (Objective， pars. 6, 8) 







直接法または間接法のいずれかの方法で報告。 (par. 18) 
ただし直接法を奨励。 (par. 19) 
原則として，現金収入と現金支出の主要な区分ごとに総額で表示。 (par. 21) 
以下の営業，投資，および財務活動から生じるキャッシュ・フローは，純額ベ}












為替レートを適用。 (par. 25) 
在外子会社のキャ y シュ・フローは，当該キャッシュ・フロー発生時の為替レー




ぞれ独立した項目として開示。 (par. 31) 
独立した項目として開示。財務活動や投資活動とはっきりと結び付けることがで
きない場合，営業活動の区分に開示。 (par. 35) 
取得および処分によって生じたキャ y シュ・フローの総額を投資活動の区分に別







キャ v シュ・フロー計算書体ではなく財務諸表の他の箇所で開示。 (par. (3) 
現金および現金等価物の構成要素を開示し，キャッジュ・フロー計算書における
金額と貸借対照表における対応する項目の金額とを照合。 (par. (5) 
グループ内での利用可能性に制限があるような現金および現金等価物の残高。
(par. (8) 
1994年 1 月 1 日以降に開始される会計年度より施行。 (par. 53) 
注〉太文字は，改訂 IAS7 において，太文字〈本来の基準〉であることを意味する。
























以上，改訂 IAS7 を概観してきたが， これまで言及してきた点以外の内容を含めて改訂
IAS7 の概要をまとめると図表 1 のようになる。
II. E36 Wキャッシュ・フロー計算書』に対するコメントレターの分析
IASC は， IAS を公表するのに先だって，広く意見を聴取するために公開草案を作成し公
表することになっており，こうしたプロセスにのっとり， IAS 7 を改訂するための公開草案と
して E36が公表されている。前述のとおり，改訂 IAS 7 は， E36に対して寄せられた『コメ
ントレター』を検討した上で、公表されたものである。したがって， ~コメントレター』は IAS7
を改訂する際の問題点や論点を考える上で貴重な資料になり，その内容を検討することによっ
て，改訂 IAS 7 の特徴をより一層明確にすることができると考えられる。
『コメントレター』は， E36の内容を検討するための資料となった意見やコメントが原則と
してすべて編集されたものである。 E36に対しては， IASC 加盟国体，基準設定機関，その他




項 目 |IASC 基準設定団そ体の・…代表 行関会事計所官l社緊)MAI吋加盟国体機 関 金融機 務社 個人 の口
適用範囲 5 1 3 3 2 
資金概念 5 2 2 1 
キャッシュ・フロー計算書の区分 2 2 1 
営業活正動口ヒからのキャッシュ・フロ
ーの報 7 2 4 1 2 2 
純額ベースでの表示 1 3 l 1 1 
外貨キャッシュ・フロー 3 1 1 
利息および配当金の処理 6 2 5 1 5 
所得税 6 l 2 2 
非現金取引 4 1 1 1 1 
その他の開示事項 8 2 5 1 1 2 
コメントレターの総数 3 通 10通 3 通 4 通 6 通

















的多く寄せられた項目 (5 つ以上)を中心に rコメントレター』全体の概況をまとめたもの
が図表 2 である。以下では，図表 2 でとりあげ了こ項目のうち，特にコメントが多く，しかもコ
メントの内容が論点として重要であると思われる項目として， (1)キャッシュ・フロー計算書の
適用範囲， (2)営業活動からのキャッシュ・フローの報告， (3)利息および配当金の処理， (4)所得










済』第 8巻第 2 号(1993年 9 月)， pp. 73-95 を参照されたい。




|IASC 基準設定説犠銀 詰童話宮崎 | 加盟国体機関 金融機務 個人計
投資会社・年金基金を除外すべき。 3 1 1 1 
小除る親会外社会・グループ計全所算書有を会作成社す社および完 子 を 2 1 
。
中小規模企業を除外すべき。 1 
金融機関を除外すべき。 1 1 l 2 
金融機関を除外すべきでない。 1 




























FASB, SFAS No. 95, Statement of Cash Flows (FASB, November 1987) , par. 3. 
FASB, SFAS No. 102, Statement of Cash Flows-Exemρtion of Certain enterρrises and 
Classij?ation of Cash Flows from Certain Securities Acquired for Resale (F ASB, February 
1989), pars. 5-7. 
ASB, FRS No. 1, Cash Flow Statements (ASB, September 1991) , par. 17. 





直接法を支持。 2 1 1 1 
間接法を支持。 1 2 
両方法を容認(E36の支持を含む〉。 4 1 1 2 
利益と営業活動合からのキヤ情?報シュ
-フローの照についての を 2 3 1 1 1 
開示すべき。





























(22) FASB, SFAS No. 95, 0ρ. cit. , par. 29. ASB, o.ρ. cit. , par. 16. 
(23) E36および改訂 IAS7 では，基準を構成するパラグラフは太文字 (bold italic type) で表現され
ており，それ以外のパラグラフは基準の背景説明として位置づけられている。









は営業活動の区分で開示すベ 1 l 3 
受取支利払息・受取配務活当金は投区分資活動開利息は財 動の で 1 
示すべき。
配当金は独立した区分で開示すベ 1 き。
支払配当金は財務活動の区分で開 1 刀言。 3 
事払配当金は独立の区分または財
活動の区分で開示すべき。 1 
帰属する区分を明確にすべき。 2 1 1 
E36の規定を支持する。 1 
その他。 2 l 





























FASB, SFAS No. 95, 0ρ . cit. , pars. 19, 22, 23. ASB, 0ρ. cit. , pars. 18-20. 




IASC 基準設定その他の銀行金融会計/事業会\個人|計| 一個出 | 
加盟国体機 関団体・代表機 関事務所(社 ) 11"'l/1 
し、。 5 1 1 7 
営業活動の区分に限定すべきでな
独立した区分で開示すべき。 12 1 I 4 




























FASB, SFAS No. 95, 0ρ. cit. , pars. 21-23. ASB, op. cit. , par. 17. 






の についての開示に対。 4 1 3 2 
営業開示能力についての支出について
の を支持。 1 
現す内金および現制金等価強物制のグループでの利用限を 開示事項と 1 1 1 
ベき。
セグメント情報の開示に反対。 2 1 l 







E36の規定を支持する。 2 1 
その他。 1 




















IV. むすびにかえて一一改訂 IAS7 の特徴とその意義一一
E36は，それに対して寄せられたコメントレターの内容を検討した IASC の起草委員会の
勧告をふまえて， 1992年10月，改訂 IAS7 として理事会によって承認された。 E36は，それ
に対して『コメントレター』をみる限りで、は，基本的な点では支持を得ているといってよし、。
改訂 IAS7 は，アメリカの SFAS95 やイギリスの FRS1 の影響をうけていると考えられ
るが，いくつかの特徴的な点として以下の諸点を指摘することができる。




























されることが予想される。すなわち， 1993年 6 月に開催された IOSCO の第一作業部会が改訂
IAS7 に従って作成されたキャッシュ・フロー計算書を承認したのを受けて，同年 7 月に開催






(30) IASC, IAS 7 (revised) , 0ρ . cit. , par. 53. 
(31) 改訂 IAS7 の承認を含む，最近の IOSCO における国際会計基準に関連する議論については， 角




の会計実務が，改訂 IAS 7 を機軸として進展したり，あるいはその影響を受けることも十分
考えられる。こうした意味において，キャッシュ・フロー計算書の国際的な比較可能性の向上
に対して改訂 IAS 7 がもっ意義は大きいものといえよう。今後の，キャッシュ・フロー計算
書をめぐる会計実務の国際的な動向が注目されるところである。
*本稿は， 日本会計研究学会第43団関西部会における自由論題報告の内容の一部を加筆・修正したもので
ある。討論においては，野村健太郎先生(神戸商科大学〉および佐藤倫正先生(岡山大学〉から有益な
ご教示をいただいた。この場をかりで謝意をあらわしたい。
